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Ｑ　
「
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
」
に
つ
い
て

教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
の
認
定
を
受
け

た
「
経
営
力
向
上
計
画
」
に
基
づ
き
、
一
定

の
設
備
の
取
得
等
を
し
た
場
合
に
、
即
時

償
却
ま
た
は
取
得
原
価
の
10
％
（
資
本
金

３
千
万
円
超
１
億
円
以
下
の
法
人
は
７
％

（
※
））
が
税
額
控
除
で
き
る
制
度
で
す
。

　
　
所
有
権
移
転
外
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス

取
引
に
よ
り
導
入
し
た
設
備
は
、
税
額
控
除

の
み
適
用
可
能
で
す
。

（
※
）
税
額
控
除
は
、
中
小
企
業
投
資
促
進

税
制
の
税
額
控
除
と
の
合
計
で
、
そ
の
事

業
年
度
の
法
人
税
額
20
％
が
限
度
額
で

す
。
な
お
、
限
度
額
を
超
え
る
金
額
に
つ

い
て
は
、翌
事
業
年
度
に
繰
り
越
せ
ま
す
。

Ｑ　
控
除
を
受
け
る
に
は
、
ど
の
よ
う
な
手
続

き
が
必
要
で
す
か
？

Ａ　
適
用
を
受
け
る
た
め
に
は
、
確
定
申
告
書

等
に
償
却
限
度
額
の
計
算
に
関
す
る
明
細
書

と
経
営
力
向
上
計
画
書
お
よ
び
認
定
書
の

写
し
を
添
付
し
て
申
告
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
な
お
、
指
定
期
間
は
２
０
１
７
年
４
月

１
日
か
ら
２
０
２
５
年
３
月
31
日
ま
で
の
期

間
で
す
。

Ｑ　
対
象
者
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　
個
人
事
業
主
、
中
小
企
業
者
ま
た
は
農
業

協
同
組
合
等
も
し
く
は
商
店
街
振
興
組
合

で
、
青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
も
の
の
う
ち
、

中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に
規
定
す
る
経
営

力
向
上
計
画
の
認
定
を
受
け
た
も
の
が
対
象

と
な
り
ま
す

Ｑ　
ど
の
よ
う
な
設
備
が
対
象
に
な
り
ま
す
か
？ 

Ａ　
対
象
と
な
る
設
備
に
つ
い
て
は
、
次
の
表

を
参
考
に
し
て
く
だ
さ
い
。

Ｑ　
対
象
者
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　
青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
資
本
金
ま
た
は

出
資
金
が
１
億
円
以
下
の
法
人
で
一
定
の
要

件
を
満
た
す
も
の
、
ま
た
は
常
時
使
用
す
る

従
業
員
数
が
１
０
０
０
人
以
下
の
個
人
事
業

主
等
が
対
象
で
す
。

　
Ｑ　
対
象
設
備
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　
次
の
表
の
設
備
で
、
指
定
事
業
の
用
に
供

す
る
も
の
が
対
象
で
す
。
な
お
、
適
用
期
限

は
２
０
２
５
年
３
月
31
日
ま
で
で
す
。

　
設
備
投
資
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
上
記
の
特

例
税
制
が
受
け
ら
れ
る
か
を
必
ず
チ
ェ
ッ
ク
し

て
く
だ
さ
い
。
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
対
象

と
な
れ
ば
、
経
営
力
向
上
計
画
を
作
成
し
、
優

遇
措
置
を
受
け
ら
れ
る
こ
と
を
お
勧
め
い
た
し

ま
す
。
内
容
に
不
明
な
部
分
が
あ
れ
ば
、
顧
問

税
理
士
や
仙
台
商
工
会
議
所
の
窓
口
専
門
家
等

へ
相
談
し
ま
し
ょ
う
。

Ｑ　
「
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
」
に
つ
い
て

教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　

中
小
企
業
者
等
が
機
械
等
の
導
入
の
際

に
、
取
得
価
額
の
30
％
の
特
別
償
却
ま
た
は

７
％
の
税
額
控
除
（
資
本
金
３
千
万
円
超

１
億
円
以
下
の
法
人
に
つ
い
て
は
税
額
控
除

の
適
用
な
し
）
を
選
択
適
用
で
き
る
制
度
で
、

中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
の
認
定
が
な
く
て

も
活
用
で
き
ま
す
。
ま
た
、
中
小
企
業
経
営

強
化
税
制
と
は
対
象
設
備
が
異
な
る
た
め
、

会
社
の
業
種
や
設
備
の
種
類
に
よ
っ
て
ど
ち

ら
か
を
適
用
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

【
回
答
】

誌上相談室 Q＆A　個人事業主を含む中小企業者等が、指定期
間内に設備投資を行った場合、国は生産性を高
めるような設備等の取得を支援する観点から、
設備投資減税と呼ばれる税制優遇措置を設け
ています。この設備投資減税には、主に「中小企
業経営強化税制」と「中小企業投資促進税制」
の二つの優遇措置があります。
　今回はその二つの税制の概要について解説
します。

米
田
　
正
美
氏

【テーマ】
中小企業の経営を後押し！
知っておきたい
「設備投資減税」のポイント

図１. 中小企業経営強化税制の対象設備
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中
小
企
業
診
断
士
・

                              

税
理
士

類型 要件 確認者 対象設備 その他要件
生産性

向上設備
（A類型）

生産性が旧モデル比
平均1％以上向上する
設備

工業会
等 ・機械装置（160万円以上）

・工具（30万円以上）
（A類型の場合、測定工具また
は検査工具に限る）

・器具備品（30万円以上）
・建物附属設備（60万円以上）
・ソフトウェア（70万円以上）
（A類型の場合、設備の稼働状
況等に係る情報収集機能及
び分析・指示機能を有するも
のに限る）

・生産等設備を構成す
るもの 

※事務用器具備品・本
店・寄宿舎等に係る
建物附属設備、福利
厚生施設に係るもの
は該当しません。

・国内への投資である
こと

・中古資産・貸付資産
でないこと等

収益力
強化設備

（B類型）

投資収益率が年平均
5％以上の投資計画
に係る設備

経済
産業局

デジタル化
設備

（C類型）

可視化、遠隔操作、
自動制御化のいずれ
かに該当する設備

経営資源
集約化設備
（D類型）

修正ROAまたは有形
固定資産回転率が一
定割合以上の投資計
画に係る設備

設備 取得価額要件
機械装置 １台160万円以上

測定工具・
検査工具

1台120万円以上、ま
たは1台30万円以上
かつ複数合計120万
円以上

一定の
ソフト
ウェア

一のソフトウェアが
70万円以上、または
複数合計70万円以上

普通貨物
自動車

車両総重量3.5トン以
上

内航船舶 取得価格の75％が対
象

図２．中小企業投資促進税制の
対象設備


